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施策等名称 地域を支える建設産業の育成、人材育成確保
体系番号 0401010603
主管課 建設課

①

現状と課題

　近年の建設投資の減少により、建設産業に携わる事業者の経営環境は厳しさを増している。
事業所数は横ばいで推移しているが、従業員数は減少傾向が続いている。若年労働者の入職者数が少なく、高齢化の進
展が著しくベテラン技術者・技能者の引退により、現場における技術・技能が消失する恐れが大きく、技術・技能を継承して
行くかが大きな課題である。人口減少・少子高齢化に伴う生産人口減少が予想され、優秀な技術者・技能者が不足される
ことが懸念され、若年層の入職を促す取組が必要である。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

　経営基盤を強化するために、有料セミナーや研修会等に参加する費用の一部を補助します。業界動向、新産業進出、新
工法などの勉強会開催や域内大学等との連携を図る必要がある。
　労働環境の改善を図りながら人材確保にあたるため、魅力発信、I・Uターン者向けの情報発信や建設産業に特化した求
人活動を行うとともに、業界動向、新産業進出、新工法等についての情報提供など、人材確保のための取組が必要であ
る。
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建設課

　経営基盤を強化するために、有料セミナーや研修会等に参加する費用の一部を補助します。業界動向、新産業進出、新工法など
の勉強会開催や域内大学等との連携を図る必要がある。
　労働環境の改善を図りながら人材確保にあたるため、魅力発信、I・Uターン者向けの情報発信や建設産業に特化した求人活動を
行うとともに、業界動向、新産業進出、新工法等についての情報提供など、人材確保のための取組が必要である。
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２　指標等の推移と変動要因

施策等名称 地域を支える建設産業の育成、人材育成確保
体系番号 0401010603
主管課 建設課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

21.00 33.00 43.00

1 累計5回 140.00 200.00 420.00 660.00 860.00

施策
セミナー・研修会の累計開催数

0.00 7.00 10.00

累計5回 140.00 200.00 420.00 660.00 860.00

研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が10回、累計43回、参加者数が18人、
累計84人となり、目標値を大きく上回っている。

柱1
セミナー・研修会の累計開催数

0.00 7.00 10.00 21.00 33.00 43.00

1

変
動
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2018年度
制度周知等により、研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が7回、参加者数が
22人となり、実績のなかった前年度と比べ、実績増となった。

2019年度
研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が3回、累計10回、参加者数が10人、
累計32人となり、昨年度よりは回数等減少したものの、累計では目標値を大きく上回っている。

2020年度
研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が11回、累計21回、参加者数が12人、
累計44人となり、昨年度より大幅に増加し累計では目標値を大きく上回っている。

2021年度
研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が12回、累計33回、参加者数が22人、
累計66人となり、昨年度より大幅に増加し累計では目標値を大きく上回っている。

2022年度

研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が10回、累計43回、参加者数が18人、
累計84人となり、目標値を大きく上回っている。
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2018年度
制度周知等により、研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が7回、参加者数が
22人となり、実績のなかった前年度と比べ、実績増となった。

2019年度
研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が3回、累計10回、参加者数が10人、
累計32人となり、昨年度よりは回数等減少したものの、累計では目標値を大きく上回っている。

2020年度
研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が11回、累計21回、参加者数が12人、
累計44人となり、昨年度より大幅に増加し累計では目標値を大きく上回っている。

2021年度
研修会等受講に積極的に取組む事業者からの交付申請があり、研修会等参加・開催支援回数が12回、累計33回、参加者数が22人、
累計66人となり、昨年度より大幅に増加し累計では目標値を大きく上回っている。

2022年度
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施策等名称 地域を支える建設産業の育成、人材育成確保
体系番号 0401010603
主管課 建設課

３　評価・改革改善 （単位：円）
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項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
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うち一財(円)

進捗評価 順調 順調 順調 順調

1.00
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100,000

100,000

100,000

順調

理　由

(R4評価)
・研修会等受講に積極
的に取組む事業者から
の交付申請があり、目標
値を大きく上回ってい
る。計画的に人材育成
等に取組む事業者支援
となっている。
（総括評価）
・研修会等の受講は商
工会議所や関係機関等
を通じた周知が功を奏
し、目標値を上回る成果
が出て、人材育成支援
に繋がっている。

（R4評価）
・人材育成等支援は補
助金交付件数や補助金
交付事業所を増やして
いく必要がある。
（総括評価）
・補助金交付事業所が
固定されていることか
ら、新規事業所を増やす
周知活動が必要。

・研修会等受講に積極
的に取組む事業者から
の交付申請があり、目標
値を大きく上回ってい
る。計画的に人材育成
等に取組む事業者支援
となっている。

建設産業に携わる事業
者の経営環境は厳しさ
を増しており、市内中小
企業者等が技術力及び
経営力の強化を目的と
して行う人材育成、経営
改善事業等を支援する
必要がある。

建設産業に携わる事業
者の経営環境は厳しさ
を増しており、市内中小
企業者等が技術力及び
経営力の強化を目的と
して行う人材育成、経営
改善事業等を支援する
必要がある。

建設産業に携わる事業
者の経営環境は厳しさ
を増しており、市内中小
企業者等が技術力及び
経営力の強化を目的と
して行う人材育成、経営
改善事業等を支援する
必要がある。

・人材育成等支援は引
続き制度の周知に努
め、補助金交付件数や
事業所数も増やしていき
たい。

1

1

・人材育成等支援は補
助金交付件数や補助金
交付事業所を増やして
いく必要がある。

・人材育成等支援は引
続き制度の周知に努
め、補助金交付件数や
事業所数も増やしていき
たい。

１ 1

建設産業に携わる事業
者の経営環境は厳しさ
を増しており、市内中小
企業者等が技術力及び
経営力の強化を目的と
して行う人材育成、経営
改善事業等を支援する
必要がある。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

・制度周知等により、研
修会等受講に積極的に
取組む事業者からの交
付申請があり、実績のな
かった前年度と比べ、実
績増となった。計画的に
人材育成等に取組む事
業者支援となっている。

・研修会等受講に積極
的に取組む事業者から
の交付申請があり、昨年
度よりは回数等減少した
ものの、累計では目標値
を大きく上回っている。
計画的に人材育成等に
取組む事業者支援と
なっている。

・研修会等受講に積極
的に取組む事業者から
の交付申請があり目標
値を大きく上回ってい
る。計画的に人材育成
等に取組む事業者支援
となっている。

課
題

・人材育成等支援は補
助金交付件数や補助金
交付事業所を増やして
いく必要がある。

・人材育成等支援は補
助金交付件数や補助金
交付事業所を増やして
いく必要がある。

・人材育成等支援は補
助金交付件数や補助金
交付事業所を増やして
いく必要がある。

重点化する
施策の柱

１ １ 1 1

重点
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１

・人材育成等支援は引
続き制度の周知に努
め、補助金交付件数や
事業所数も増やしていき
たい。

1

改
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改革・
改善内容

・人材育成等支援は引
続き制度の周知に努
め、補助金交付件数や
事業所数も増やしていき
たい。

・人材育成等支援は引
続き制度の周知に努
め、補助金交付件数や
事業所数も増やしていき
たい。また、今後はコロ
ナ禍後に即した制度維
持や改善等に努めてい
きたい。

建設産業に携わる事業
者の経営環境は、新型
コロナウイルスの影響も
あり、厳しさを増してい
る。人材育成や経営改
善事業等を支援すること
で、技術力の維持・向
上、経営力を強化する必
要がある。

施
策
の
柱
等
の
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点
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